チャランケ通信　第143号　2016年8月29日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　8月も後わずかで終わろうとしているのだが、今年の北海道は台風の当たり年になっているのだろうか、1週間に3つの台風が上陸し、道東を中心に大きな被害を出している。私が住んでいる札幌市内でも、7号台風が直撃したとき、初めて聞く水害の警戒警報を伝える携帯電話のけたたましい音に驚くと同時に、まさか自分の住んでいる所までは土砂災害や水害は無いと高をくくっていたのだが、一抹の不安を感じたのも確かである。日本列島は、災害列島と言っても良いほど近年大きな被害が出てきているわけで、備えあれば憂い無し、と行きたいものだ。
　NHK朝ドラ「とと姉ちゃん」に見る、資本主義社会の論理と倫理
　いま、NHKの朝ドラ「とと姉ちゃん」を興味深くほぼ欠かさずに見ているのだが、特に最近の2~3週間の放映内容には、企業経営に絡む問題について、なかなか感心させられる内容となっていて、おもしろい(以下、ドラマに出てくる名前ではなく、実在の名を使う事にする)。特に、『暮らしの手帳』に企業の広告宣伝を載せるかどうか、花森編集長が断固として載せない方針を貫き一度は袂を分かつことになったのだが、結果として広告を載せた企業からの圧力で外部から記事の掲載を求められる事態に直面する。ここで大橋社長が、花森編集長の言っていたことの重大性に納得し、詫びを入れ再び広告宣伝なしに『暮らしの手帳』の発刊を続けて行く下りや、商品テストの結果を掲載するという画期的な試みが人気を得て販売部数の拡大が続く中で、企業の好意で商品の寄贈を社員が受けようとした時、花森編集長が断固として受け取ってはならないと拒否したことなど、今の資本主義社会の中で自分たちの編集方針を貫くことの重要性と困難性などについて考えさせられた。
　経済界は、経済力を背景に、自分たちに都合の良い理屈を拡げるべく様々な手を駆使しているのだ
　特に、現代社会では新聞社や出版社などメディアにとって、広告宣伝無くして企業経営は成り立たないほどにまでズブズブに浸かりきっており、広告を出す側の圧力は、相当なものになっていることは十分に予想される。最近では、新聞紙面に政府の広報と一体化した広告とも宣伝ともいえない記事が掲載されることも多く(特に日経新聞に多い)、政権の側からの影響にも目を配らなければならなくなっている。つまり、こうしたメディアに対する経済力・金の力を背景にした経済界や権力側の直接間接にわたる影響力が、確実に強まってきていることを自覚すべきことを、この「とと姉ちゃん」を通じて改めて痛感させられる。
おそらく、今のマスメディア関係者にとって、そんなきれいごとを言っても現実には無理だよ、という声が聞こえてきそうだが、そういう経済界の力が陰に陽に働いていることを自覚することが必要なのだと思う。それは、単にメディアだけの問題ではなく、資本主義社会における民主主義のあり方にかかわる問題として自覚すべきことなのだと思う。
特に、最近では学者・専門家の発言なども、スポンサーである経済界の立場を擁護する論陣を張ることが多く、あたかも第三者の正しい見解の装いを取っていることにも注意する必要もある。厳しく言えば、経済界の立場を支援してくれる学者・専門家であれば、間違っていたとしてもその人たちを、陰に陽に支援し続けることも大いにあり得るのだ。とくに、社会保障や雇用問題など、経営側と労働側とで立場が異なる問題において指摘される事が多い。
弱者たる中小企業だから欠陥は是認されるのではなく、国民に喜ばれる商品開発こそ求められる、まさに正論だ
　さらに、先週の商品試験で始めたトースターの記事によって、製品の問題点を批判された中小企業の社長が怒鳴り込んできたのだが、後日、大橋社長がその企業に直接訪問して社長に説明した内容もに感心させられた。というのは、中小企業の経営者が大企業に対抗していくには、少ない財源しかない中で品質を落とさざるを得なかったことを述べたことに対して、国民にとって良い品質の製品を作ることが必要だから『暮らしの手帳』で公正なる商品試験の結果を出しているのであり、是非とも良い商品を作ることによって国民の喜ぶ商品づくりをしていく必要があることを「とと姉ちゃん」こと大橋社長は、真正面からぶつけていたことである。
つまり、中小企業なんだから、作るものが少しぐらい品質が落ちても仕方がない、という妥協をしていてはダメなのではないか、という事なのだ。中小企業であっても、消費者の信頼が得られるように最大限努力するなかで業績を向上させていくべきことが必要なのだ。一般的にいって、力の弱い中小企業に対しては、そういう正論をなかなか正面から主張することが勇気のいる事なのだが、正論こそが世の中で必要なのだ、という信念こそ求められていることを教えてくれているように思われる。
こうした中小・零細企業は、力関係において大企業と対等ではあり得ず、それ故保護すべきものだ、という論理に成り易い。たしかに、独占禁止法でも謳われている大企業の優越的地位の乱用に対しては、厳しく監視していくべきことは言うまでもない。ただ、はじめから同一の市場競争は無理なのだから保護すべきだ、という事では、中小企業にとっても国民にとっても良い結果は生まれないのではなかろうか。なかなか難しい問題ではあるが、正論を主張しながら苦労する『暮らしの手帳』が、多くの消費者・国民から支持を得られ続けてきた秘訣がこのあたりにあることを教えてくれるように思える。　

民新党代表選挙、どうやら選挙戦に突入しそう。蓮舫議員の岡田代表評価の言葉はいただけない
どうやら、民新党代表選挙が実現されそうである。蓮舫参議院議員の独走になるのかと思いきや、前原衆議院議員も立候補を表明し、代表選挙が確実にありそうである。無競争になれば、民進党のあり方に対する国民的な関心が出てこなくなるだけに、それを避けることができたことは評価していいだろう。大いに政策論争が為されることを期待したいものである。自分としては、今回は女性か若手の立候補を期待し、その意味では蓮舫参議院議員を支持してきたのだが、先日の日本特派員協会での岡田代表に対する評価として「つまらない男」という表現についてはいただけない。もう少しユーモアある表現は無かったのか、言葉への配慮が欠けているように思えてならない。今後の代表選挙において、野党第一党の党首としての品格と重責を強く自覚して欲しいものだ。
前原議員の決断は良しとしても、再分配政策重視による社会保障・教育重視に必要な財源問題、「三党合意」と『中央公論』2008年7月号の発言をしっかりと踏まえて欲しいものだ
蓮舫氏と前原氏の代表選挙における政策内容の全貌が明らかになっていないのだが、伝え聞くところによれば前原候補は経済政策における新自由主義的なポジションから、再分配政策を重視する方向へと転換されたという。社会保障問題などについて、私のかねてより尊敬してきた井手英策慶応義塾大学教授の主張に共鳴されたという話も漏れ伝わってきているのだが、真偽のほどは今のところ全く不明である。
井手教授の主張を支持されるとしたら、社会保障や教育において財源を大きく投下して、現物サービスは所得制限なしのユニバーサルサービスを展開すべきだ、という事になる。そうなれば問題は、財源なのであり、前原氏はかつて2008年7月号の『中央公論』誌上で与謝野馨氏と対談し、民主党の2007年参議院選挙時のマニフェストに必要な約18兆円にも及ぶ財源問題について言及し、「行革だけでは財源を捻出するのは絶対無理」「私は(民主党は)『君子豹変』しない限りまともな政権運営はできないと思いますよ」と語っていたことを思いだす。まさにそのことで、民主党政権は大きく躓いてしまったのではないか。1000兆円を超す借金を抱えつつ、どのように財源問題の壁を打開できるのか、三党合意を締結してきた責任者の一人であっただけに、是非とも注目して行きたい。この点は、蓮舫議員についても同じ問題を注目して行きたいと思う。
さらに、憲法改正問題や安全保障問題、さらには共産党との共闘問題も関心を持たざるを得ないのだが、今後の政策論争に注目したい。、                              
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